
   東大阪市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例等の一部を改正す

る等の条例 

 （東大阪市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第１条 東大阪市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例（昭和４８年東

大阪市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

  題名を次のように改める。 

    東大阪市重度障害者の医療費の助成に関する条例 

  第１条中「身体障害者及び知的障害者」を「重度障害者」に、「に資し」を「を図り」

に改める。 

  第２条第１項中「第１９２号）」の次に「若しくは高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和５７年法律第８０号）」を加え、「以下同じ」を「以下この条において同じ」に

改め、同項第１号中「を所持する」を「の交付を受けている」に、「もの」を「者」に

改め、同項第３号中「を所持し」を「の交付を受けている者であって」に、「された者」

を「されたもの」に改め、同号を同項第５号とし、同項第２号の次に次の２号を加える。 

 (3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５

条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者のうち、その障害の程

度が精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１５５号）

第６条第３項の表の１級に該当する者 

(4) 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）第７条第４

項に規定する医療受給者証又は特定疾患治療研究事業実施要綱（昭和４８年４月 

１７日衛発第２４２号厚生省公衆衛生局長通知別紙）に基づき都道府県が実施する

事業における受給者証の交付を受けている者のうち、次のいずれかに該当する者 

ア その障害の程度が国民年金法施行令（昭和３４年政令第１８４号）別表の１級

の第９号に該当する者 

イ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）第２条

第１項に規定する障害児であって、その障害の程度が特別児童扶養手当等の支給

に関する法律施行令（昭和５０年政令第２０７号）別表第３の１級の第９号に該

当するもの 

  第２条第２項第１号中「による保護を受けている者」を「第６条第１項に規定する被

保護者」に改め、同項第４号中「基づき、国民健康保険法」の次に「、高齢者の医療の

確保に関する法律」を加え、「、国民健康保険法による世帯主若しくは組合員（世帯主

又は組合員であった者を含む。）又は社会保険各法による被保険者若しくは組合員（被

保険者又は組合員」を「又はこれらの法律による世帯主若しくは被保険者、組合員若し

くは加入者（世帯主又は被保険者、組合員若しくは加入者」に改め、同項第５号を次の

ように改める。 

  (5) 東大阪市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例（昭和５５年東大阪市条例第

１４号）第４条第２項又は東大阪市子どもの医療費の助成に関する条例（平成５年

東大阪市条例第３５号）第７条の規定による医療証の交付を受けている者 

第２条第３項中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に、「又は規則で定めるそ

の他の」を「その他規則で定める」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

  （住所地特例対象施設に入所中の対象者の特例） 

第２条の２ 本市以外の市町村（大阪府内の市町村に限るものとする。次項において同

じ。）の区域内に所在する障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１１項に規定する障害者支援施設又は児



童福祉法第４２条に規定する障害児入所施設（以下「住所地特例対象施設」という。）

に入所をすることにより、当該住所地特例対象施設の所在する場所に住所を変更した

と認められる前条に規定する対象者の要件（住所に係る部分を除く。）を満たす者

（国民健康保険法又は高齢者の医療の確保に関する法律による被保険者である者（国

民健康保険組合に加入している者を除く。次項において同じ。）に限る。）であって、

当該住所地特例対象施設に入所をした際本市の区域内に住所を有していたと認められ

るものは、同条第１項の規定にかかわらず、対象者とするものとする。 

２ 本市の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所をすることにより、当該住所地

特例対象施設の所在する場所に住所を変更したと認められる対象者（国民健康保険法

又は高齢者の医療の確保に関する法律による被保険者である者に限る。）であって、

当該住所地特例対象施設に入所をした際本市以外の市町村の区域内に住所を有してい

たと認められるものは、前条第１項の規定にかかわらず、対象者としないものとする。 

第３条第１項中「負傷について」の次に「、」を、「国民健康保険法」の次に「、高

齢者の医療の確保に関する法律」を加え、「給付、」を「給付並びに」に、「特別療養

費（指定訪問看護事業者から指定訪問看護を受けた場合に係るものを除く。）及び家族

療養費について保険給付が行われた場合（食事療養に係る給付」を「訪問看護療養費、

家族療養費、家族訪問看護療養費及び特別療養費の支給が行われた場合（精神病床（病

院の病床のうち、精神疾患を有する者を入院させるためのものをいう。）への入院に係

る場合」に改め、「費用」の次に「（食事療養及び生活療養に係る費用を除く。）」を

加え、同条第２項中「各号」の次に「のいずれか」を加え、同項第１号中「、」の次に

「法令の規定により」を加え、「療養に関する給付が行われる」を「医療に関する給付

を受けることができる」に改め、同項に次の１号を加える。 

  (3) その他市長が助成の全部又は一部を不適当と認めるとき。 

  第４条中「次条の」の次に「規定による」を加え、「から適用する」を「の属する月

の初日以後に受けた療養に係る医療費について行う」に改め、同条に次のただし書を加

える。 

   ただし、当該月において、規則で定める事由がある者については、規則で定める日

以後に受けた療養に係る医療費について助成する。 

第５条中「この条例の適用」を「医療費の助成」に改め、「者は」の次に「、規則で

定めるところにより」を加える。 

第６条中「前条の」の次に「規定による」を、「審査し」の次に「、対象者であるこ

とを確認したときは」を加える。 

第７条を次のように改める。 

（医療証の提示） 

第７条 医療証の交付を受けている者（以下「受給者」という。）が大阪府内に所在す

る健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第３項第１号に規定する保険医療

機関若しくは保険薬局又は第８８条第１項に規定する指定訪問看護事業者（以下「保

険医療機関等」という。）における療養に要する費用について、医療費の助成を受け

ようとするときは、当該保険医療機関等に医療証を提示しなければならない。 

  第８条中「第３条の規定による」を削り、「市長が契約医療機関」を「本市が保険医

療機関等」に、「によって」を「により」に改め、「第５条の」の次に「規定による」

を加え、「特別の理由」を「必要」に、「対象者」を「規則で定めるところにより、受

給者」に改める。 

  第９条中「対象者」を「受給者」に、「当該損害賠償額の限度内において、助成金」

を「第３条の規定により助成すべき医療費」に、「又は一部を支給せず」を「若しくは



一部を助成せず」に、「すでに」を「既に」に改める。 

  第１０条中「医療証の交付を受けた者」を「受給者」に、「その他」を「その他の」

に、「すみやかに」を「規則で定めるところにより、速やかに」に改め、同条に次の１

項を加える。 

２ 受給者が死亡したときは、戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）の規定による死亡

の届出義務者は、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

  第１１条に次の１項を加える。 

３ 医療費の助成を受けて取得した医薬品等は、助成の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、又は担保に供してはならない。 

  第１２条の見出しを「（不正利得の返還）」に改め、同条中「行為」を「手段」に改

め、「により」の次に「医療費の」を加え、「があった」を「又は前条の規定に違反し

た者がある」に改め、「又は対象者等」を削り、「から」の次に「、」を、「受けた額」

の次に「に相当する金額」を加える。 

  第１３条を第１５条とし、第１２条の次に次の２条を加える。 

  （報告等） 

第１３条 市長は、医療費の助成にあたり必要があると認めるときは、この条例の施行

に必要な限度において、受給者に対し、報告若しくは文書その他の物件の提出若しく

は提示を命じ、又は当該職員に受給者その他の関係者に質問させることができる。 

（助成の制限） 

第１４条 市長は、受給者が正当な理由なく、前条の規定による命令に従わず、又は当

該職員の質問に応じなかったときは、医療費の助成の全部又は一部を行わないことが

できる。 

  附則を附則第１項とし、附則に次の１項を加える。 

２ 東大阪市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例等の一部を改正す

る等の条例（平成２９年東大阪市条例第 号）附則第５条第２項の適用を受ける者で

あって、平成３０年７月３１日において第２条に規定する対象者に該当するものにつ

いては、同年８月１日に第５条の規定による申請があったものとみなす。 

 （東大阪市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第２条 東大阪市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例（昭和５５年東大阪市条例第

１４号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「により、」の次に「その健康の保持及び」を加え、「安定と」を「安定並

びに」に、「図る」を「図り、もってひとり親家庭の福祉の増進に寄与する」に改める。 

  第１条の２第２項第１号中「者」を「場合」に改め、「。以下同じ」を削る。 

  第２条第１項中「住所」を「居住地」に改め、「有する者」の次に「であって、国民

健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）若しくは高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和５７年法律第８０号）による被保険者又は市長が定める社会保険に関する法律

（以下「社会保険各法」という。）による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同

じ。）、組合員、加入者若しくは被扶養者」を加え、「に掲げる」を「のいずれかに該

当する」に改め、同条第２項第１号中「による」を「第６条第１項に規定する」に改め、

同項第３号及び第４号を次のように改める。 

(3) 前２号に掲げる者のほか、国が実施する医療費公費負担制度に基づき、国民健康

保険法、高齢者の医療の確保に関する法律又は社会保険各法の規定により、対象者

又はこれらの法律による世帯主若しくは被保険者、組合員若しくは加入者（世帯主

又は被保険者、組合員若しくは加入者であった者を含む。）（以下これらを「対象



者等」という。）が負担すべき額について全額公費負担を受けることができる者 

(4) 東大阪市重度障害者の医療費の助成に関する条例（昭和４８年東大阪市条例第 

３７号）第６条の規定による医療証の交付を受けている者 

  第２条第３項第１号中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改め、同項第２号

中「含む」の次に「。以下同じ」を、「扶養義務者」の次に「（以下「扶養義務者」と

いう。）」を加え、同条第４項中「所得税法に規定する控除対象配偶者若しくは扶養親

族の」を「自己の扶養親族等がその」に、「又は規則で定めるその他の」を「その他規

則で定める」に改め、「者（以下「被災者」という。）がある」及び「、当該被災者の

所得に関しては」を削る。 

  第３条の見出しを「（助成の範囲）」に改め、同条第１項を次のように改める。 

   本市は、対象者の疾病又は負傷について、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に

関する法律又は社会保険各法の規定による療養の給付並びに保険外併用療養費、療養

費、訪問看護療養費、家族療養費、家族訪問看護療養費及び特別療養費の支給が行わ

れた場合（精神病床（病院の病床のうち、精神疾患を有する者を入院させるためのも

のをいう。）への入院に係る場合を除く。）における療養に要する費用（食事療養及

び生活療養に係る費用を除く。）の額のうち、対象者等が負担すべき額から規則で定

める一部自己負担額を控除した額（以下「助成額」という。）を助成する。 

  第３条第２項中「各号」の次に「のいずれか」を加え、「助成しない」を「助成を行

わない」に改め、同項第１号中「、」の次に「法令の規定により」を加え、「療養に関

する給付が行われる」を「医療に関する給付を受けることができる」に改め、同項に次

の１号を加える。  

(3) その他市長が助成の全部又は一部を不適当と認めるとき。 

  第４条の見出しを「（申請等）」に改め、同条第１項中「ひとり親家庭の」を削り、

「あらかじめ」を「規則で定めるところにより」に改め、同条第２項中「申請に基づい

て、ひとり親家庭の医療費の助成を受けることができる者」を「規定による申請があっ

たときは、その資格を審査し、対象者」に改め、「又は医療券（以下「医療証等」とい

う。）」を削る。 

  第５条を次のように改める。 

（医療証の提示） 

第５条 医療証の交付を受けている者（以下「受給者」という。）が大阪府内に所在す

る健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第３項第１号に規定する保険医療

機関若しくは保険薬局又は第８８条第１項に規定する指定訪問看護事業者（以下「保

険医療機関等」という。）における療養に要する費用について、医療費の助成を受け

ようとするときは、当該保険医療機関等に医療証を提示しなければならない。 

  第６条中「ひとり親家庭の」を削り、「対象者が負担すべき額」を「助成額」に、

「契約医療機関」を「保険医療機関等」に、「によって」を「により」に改め、「ただ

し」の次に「、第４条第１項の規定による申請があった日から医療証の交付のあった日

の前日までの間に療養を受けた場合」を加え、「及び」を「又は」に、「特別の理由」

を「必要」に、「対象者に」を「規則で定めるところにより、受給者に」に改め、「に

より」の次に「医療費の」を加える。 

  第７条の見出し中「開始」を「適用」に改め、同条第１項中「ひとり親家庭の」を削

り、「から開始する」を「以後に受けた療養に係る医療費について行う」に改め、同項

に次のただし書を加える。 

ただし、当該月において、配偶者と離別した日若しくは死別した日又は扶養義務者

と生計を同じくしなくなった日がある場合は、これらの日以後に受けた療養に係る医



療費について助成する。 

第７条第２項中「ひとり親家庭の」を削り、「第１項の規定にかかわらず」を「前項

の規定にかかわらず」に改め、「初日」の次に「（同項ただし書の規定の適用がある場

合は、同項ただし書に規定する日）」を加える。 

第８条中「対象者」を「受給者」に、「当該損害賠償額の限度内において、ひとり親

家庭の」を「第３条の規定により助成すべき」に、「ひとり親家庭の医療費の額」を

「額」に改める。 

第９条中「行為」を「手段」に改め、「ひとり親家庭の」を削り、「受けた者」の次

に「又は次条の規定に違反した者」を加える。 

第１０条第１項中「ひとり親家庭の」を削り、同条第２項中「医療証等」を「医療証」

に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 医療費の助成を受けて取得した医薬品等は、助成の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、又は担保に供してはならない。 

  第１１条第１項中「対象者」を「受給者」に、「住所」を「居住地」に、「その他」

を「その他の」に改め、「ときは」の次に「、規則で定めるところにより」を加え、同

条第２項中「対象者」を「受給者」に改め、「届出義務者は」の次に「、規則で定める

ところにより」を加える。 

  第１２条を第１４条とし、第１１条の次に次の２条を加える。 

（報告等） 

第１２条 市長は、医療費の助成にあたり必要があると認めるときは、この条例の施行

に必要な限度において、受給者に対し、報告若しくは文書その他の物件の提出若しく

は提示を命じ、又は当該職員に受給者その他の関係者に質問させることができる。 

（助成の制限） 

第１３条 市長は、受給者が正当な理由なく、前条の規定による命令に従わず、又は当

該職員の質問に応じなかったときは、医療費の助成の全部又は一部を行わないことが

できる。 

（東大阪市子どもの医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第３条 東大阪市子どもの医療費の助成に関する条例（平成５年東大阪市条例第３５号）

の一部を次のように改正する。 

  第２条第３号中「給付、」を「給付並びに」に、「特別療養費（指定訪問看護事業者

から指定訪問看護を受けた場合に係るものを除く。）、療養費又は家族療養費について

保険給付が行われた場合」を「療養費、訪問看護療養費、家族療養費、家族訪問看護療

養費及び特別療養費の支給が行われた場合（精神病床（病院の病床のうち、精神疾患を

有する者を入院させるためのものをいう。）への入院に係る場合を除く。）」に改める。 

  第３条第１項中「住所」を「居住地」に改め、「子ども」の次に「であって、医療保

険各法による被保険者又は被扶養者であるもの」を加え、同条第２項第１号中「により

保護を受けている者」を「第６条第１項に規定する被保護者」に改め、同条第３項第１

号を次のように改める。 

(1) 東大阪市重度障害者の医療費の助成に関する条例（昭和４８年東大阪市条例第 

３７号）第６条の規定による医療証の交付を受けている者 

  第４条第１項中「の助成を行い、その助成の額は」を「について」に、「とする」を

「を助成する」に改め、同条第２項中「各号」の次に「のいずれか」を加え、同項第１

号中「又は保護者に対し、」を「の疾病又は負傷について、法令の規定により」に、

「療養に関する給付が行われる」を「医療に関する給付を受けることができる」に改め、

同項第２号中「医療保険各法の規定による」を「医療保険各法（規則で定める法律を除



く。以下この号において同じ。）の規定による」に改め、同項に次の１号を加える。 

(3) その他市長が助成の全部又は一部を不適当と認めるとき。 

  第５条中「この条例による」を削り、「本市と契約を締結した病院、診療所又は薬局

（以下「契約医療機関」を「大阪府内に所在する健康保険法（大正１１年法律第７０号）

第６３条第３項第１号に規定する保険医療機関若しくは保険薬局又は第８８条第１項に

規定する指定訪問看護事業者（以下「保険医療機関等」に改める。 

  第８条中「対象者であると認められた者が契約医療機関において療養」を「交付され

た医療証に係る対象者が保険医療機関等における療養に要する費用について、医療費の

助成」に改め、「、」の次に「当該保険医療機関等に」を加える。 

  第１０条中「関し」の次に「第三者から」を加え、「、当該損害賠償の限度内におい

て」を削り、「額の」を「医療費の」に改める。 

  第１１条中「受けた」を「受けている」に、「住所」を「居住地」に改め、「ときは」

の次に「、規則で定めるところにより」を加える。 

  第１２条に次の２項を加える。 

２ 医療証は、これを第三者に譲渡し、又は貸与してはならない。 

３ 医療費の助成を受けて取得した医薬品等は、助成の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、又は担保に供してはならない。 

第１３条中「により」の次に「医療費の」を加え、「反した」を「違反した」に、

「に対し、その」を「から、当該」に、「の返還を請求する」を「を返還させる」に改

める。 

第１４条を第１６条とし、第１３条の次に次の２条を加える。 

  （報告等） 

第１４条 市長は、医療費の助成にあたり必要があると認めるときは、この条例の施行

に必要な限度において、対象者の保護者に対し、報告若しくは文書その他の物件の提

出若しくは提示を命じ、又は当該職員に保護者その他の関係者に質問させることがで

きる。 

（助成の制限） 

第１５条 市長は、対象者の保護者が正当な理由なく、前条の規定による命令に従わず、

又は当該職員の質問に応じなかったときは、医療費の助成の全部又は一部を行わない

ことができる。 

 （東大阪市老人医療費の助成に関する条例の廃止） 

第４条 東大阪市老人医療費の助成に関する条例（昭和４６年東大阪市条例第４１号）は、

廃止する。 



 附 則  

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第１条中東大阪市身体

障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例第２条第３項の改正規定（「控除対

象配偶者」を「同一生計配偶者」に改める部分に限る。）及び第２条中東大阪市ひとり

親家庭の医療費の助成に関する条例第２条第３項第１号の改正規定は、平成３０年１月

１日から施行する。 

 （東大阪市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例の一部改正に伴う経

過措置等） 

第２条 第１条の規定による改正後の東大阪市重度障害者の医療費の助成に関する条例

（以下「改正後の障害者医療条例」という。）の規定は、この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後に受けた療養に係る医療費について適用し、施行日前に受け

た療養に係る医療費については、なお従前の例による。 

２ 改正後の障害者医療条例第２条の２の規定は、この条例の施行の際現に住所地特例対

象施設に入所をしている者及び施行日以後当該住所地特例対象施設に入所をする者につ

いて適用する。 

３ 改正前の東大阪市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例第２条に規

定する対象者（施行日の前日において同条例第６条の規定により医療証の交付を受けて

いる者（施行日以後大阪府内の他の市町村から本市に住所を変更した者であって、当該

医療証の交付を受けている者に相当する者として市長が認めるものを含む。）に限る。）

であって、施行日以後改正後の障害者医療条例第３条第１項に規定する精神病床に入院

をしているものに係る当該入院に係る医療費の助成については、第１項の規定にかかわ

らず、平成３３年３月３１日までの間、なお従前の例による。 

４ 改正後の障害者医療条例第２条第１項及び第２条の２第１項に該当する対象者に係る

改正後の障害者医療条例第５条の規定による助成の申請、改正後の障害者医療条例第６

条の規定による医療証の交付その他の必要な手続は、施行日前においても行うことがで

きる。 

 （東大阪市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第３条 第２条の規定による改正後の東大阪市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例

（以下「改正後のひとり親医療条例」という。）の規定は、施行日以後に受けた療養に

係る医療費について適用し、施行日前に受けた療養に係る医療費については、なお従前

の例による。 

２ 改正前の東大阪市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例第２条に規定する対象者

（施行日の前日において同条例第４条第２項の規定により医療証の交付を受けている者

（施行日以後大阪府内の他の市町村から本市に居住地を変更した者であって、当該医療

証の交付を受けている者に相当する者として市長が認めるものを含む。）に限る。）で

あって、施行日以後改正後のひとり親医療条例第３条第１項に規定する精神病床に入院

をしている者に係る当該入院に係る医療費の助成については、前項の規定にかかわらず、

平成３３年３月３１日までの間、なお従前の例による。 

 （東大阪市子どもの医療費の助成に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第４条 第３条の規定による改正後の東大阪市子どもの医療費の助成に関する条例（以下

「改正後の子ども医療条例」という。）の規定は、施行日以後に受けた療養に係る医療

費について適用し、施行日前に受けた療養に係る医療費については、なお従前の例によ

る。 

２ 改正前の東大阪市子どもの医療費の助成に関する条例第３条に規定する対象者（施行



日の前日において東大阪市子どもの医療費の助成に関する条例第７条の規定により医療

証の交付を受けている者（施行日以後大阪府内の他の市町村から本市に居住地を変更し

た者であって、当該医療証の交付を受けている者に相当する者として市長が認めるもの

を含む。）に限る。）であって、施行日以後改正後の子ども医療条例第２条第３号に規

定する精神病床に入院をしている者に係る当該入院に係る医療費の助成については、前

項の規定にかかわらず、平成３３年３月３１日までの間、なお従前の例による。 

 （東大阪市老人医療費の助成に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

第５条 施行日前に受けた療養に係る医療費の助成については、なお従前の例による。 

２ 廃止前の東大阪市老人医療費の助成に関する条例（以下「廃止前の老人医療条例」と

いう。）第２条に規定する対象者であって、施行日の前日において廃止前の老人医療条

例第６条の規定による医療証の交付を受けている者（施行日以後大阪府内の他の市町村

から本市に住所を変更した者であって、当該医療証の交付を受けている者に相当する者

として市長が認めるものを含む。）は、施行日から平成３３年３月３１日までの間に受

ける療養に係る医療費について、助成を受けることができる。この場合においては、改

正後の障害者医療条例の規定を準用する。 

３ 前項の場合において、療養に係る医療費が精神病床（病院の病床のうち、精神疾患を

有する者を入院させるためのものをいう。以下同じ。）への入院に係るものであるとき

の当該入院に係る医療費の助成については、同項の規定にかかわらず、なお従前の例に

よる。 

４ 前２項の規定は、これらの規定の適用を受ける者が、施行日以後、改正後の障害者医

療条例第６条又は改正後のひとり親家庭医療条例第４条第２項の規定による医療証の交

付を受けたときは、そのとき以後、適用しない。ただし、精神病床への入院に係る医療

費の助成については、この限りでない。 

（その他の経過措置の規則への委任） 

第６条 この附則に規定するもののほか、この条例の施行に関し必要な経過措置は、規則

で定める。 
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○東大阪市老人医療費の助成に関する条例 

昭和46年12月７日東大阪市条例第41号 

改正 

昭和47年11月１日条例第28号 

昭和48年10月29日条例第34号 

昭和48年12月18日条例第45号 

昭和53年７月15日条例第13号 

昭和57年12月27日条例第26号 

昭和60年３月18日条例第１号 

昭和62年４月１日条例第２号 

平成３年12月26日条例第30号 

平成６年９月30日条例第40号 

平成９年８月27日条例第29号 

平成10年11月27日条例第40号 

平成12年２月１日条例第２号 

平成12年３月31日条例第18号 

平成12年12月30日条例第31号 

平成14年９月30日条例第25号 

平成16年７月１日条例第22号 

平成18年３月31日条例第18号 

平成18年６月19日条例第37号 

平成18年９月29日条例第41号 

平成19年３月30日条例第５号 

平成19年12月28日条例第41号 

平成20年３月31日条例第４号 

平成25年３月31日条例第８号 

平成26年６月30日条例第30号 

平成26年12月24日条例第62号 

廃止 平成29年10月31日条例第27号 

東大阪市老人医療費の助成に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、老人に対し医療費の一部を助成することにより、老人の健康の保持及び

福祉の増進を図ることを目的とする。 

（対象者） 

第２条 この条例により医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、

本市の区域内に住所を有する者であって、国民健康保険法（昭和33年法律第192号）による

被保険者、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）による被保険者又は市

長が規則で定める社会保険に関する法律（以下「社会保険各法」という。）による被保険者

（日雇特例被保険者を含む。以下同じ。）、組合員、加入者若しくは被扶養者のうち、年齢

65歳以上の者で次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(１) 東大阪市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例（昭和48年東大阪市
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条例第37号）第２条第１項各号のいずれかに該当する者であって、同条第２項第３号及び

第４号のいずれにも該当しないもののうち、その者を同条第１項の対象者とみなして同条

第３項及び第４項の規定を適用したとしたならば、同条例による医療費の助成を受けるこ

とができる者又は東大阪市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例（昭和55年東大阪市

条例第14号）第２条第１項各号のいずれかに該当する者であって、同条第２項第４号及び

第５号のいずれにも該当しないもののうち、その者を同条第１項の対象者とみなして同条

第３項から第５項までの規定を適用したとしたならば、同条例による医療費の助成を受け

ることができる者 

(２) 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成26年法律第50号）第５条第１項の指定

難病又は同法第１条の難病と同程度以上と認められる疾病であって、規則で定めるものを

有する者で前年の所得（１月から６月までの間に新たに適用を受けようとする者は、前々

年の所得）が規則で定める額以下のもの 

(３) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）

に基づく結核に係る医療を受けている者で前年の所得（１月から６月までの間に新たに適

用を受けようとする者は、前々年の所得）が規則で定める額以下のもの 

(４) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成18年政令

第10号）第１条の２第３号に基づく精神通院医療を受けている者で前年の所得（１月から

６月までの間に新たに適用を受けようとする者は、前々年の所得）が規則で定める額以下

のもの 

２ 前項の規定にかかわらず、生活保護法（昭和25年法律第144号）による被保護者又は中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律（平成６年法律第30号）による支援給付（これに相当する支援給付を含

む。）を受けている者は対象者としない。 

３ 第１項第２号から第４号までに規定する所得の範囲及びその額の計算方法は、規則で定め

る。 

（助成の範囲） 

第３条 本市は、対象者の疾病又は負傷について国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関す

る法律又は社会保険各法の規定による療養の給付、保険外併用療養費、療養費、特別療養費

（指定訪問看護事業者から指定訪問看護を受けた場合に係るものを除く。）及び家族療養費

について保険給付が行われた場合（食事療養及び生活療養に係る給付を除く。）における療

養に要する費用の額のうち、対象者、国民健康保険法による世帯主若しくは組合員（世帯主

又は組合員であった者を含む。）又は社会保険各法による被保険者、組合員若しくは加入者

（被保険者、組合員又は加入者であった者を含む。）が負担すべき額から、規則で定める一

部自己負担額を控除した額（以下「助成額」という。）を助成する。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当するときは、その限度において助成を行わない。 

(１) 対象者の疾病又は負傷について、国又は地方公共団体の負担による療養に関する給付

が行われるとき。 

(２) 社会保険各法の規定による承認法人等、健康保険組合、共済組合又は日本私立学校振

興・共済事業団から社会保険各法の規定により対象者の支払った一部負担金に相当する額

の範囲内において、規約、定款等をもって給付が行われるとき。 

（助成の実施時期） 
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第４条 前条の規定による医療費の助成は、次条の規定による医療費の助成の申請のあった日

（以下本条において「申請日」という。）から行うものとする。ただし、現に東大阪市身体

障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例又は東大阪市ひとり親家庭の医療費の

助成に関する条例に基づく助成を受けている者が65歳に到達することにより本条例に基づ

く助成を受けることができることとなる場合（その者が65歳に到達する日の翌日の属する月

に、次条の規定による医療費の助成の申請があった場合に限る。）は、前条の規定による医

療費の助成は、次条の規定による医療費の助成の申請のあった日の属する月の初日から行う

ものとする。 

２ 申請者が災害その他やむを得ない理由により次条の規定による申請をすることができな

かった場合において、その理由がやんだ後14日以内にその申請をしたときは、前条の規定に

よる助成は、前項の規定にかかわらず、その理由により申請をすることができなかった日（前

項ただし書に規定する場合においては、申請することができなかった日の属する月の初日）

から行うものとする。 

（申請） 

第５条 この条例に基づく医療費の助成を受けようとする者は、市長に申請しなければならな

い。 

（医療証の交付） 

第６条 市長は、前条の申請に係る者が第２条に該当すると認めるときは、医療証を交付する。 

（医療証の提示） 

第７条 前条の規定により医療証の交付を受けた者が療養を受けようとするときは、市長と契

約を締結した病院、診療所又は薬局（以下「契約医療機関」という。）に医療証を提示しな

ければならない。 

（助成の方法） 

第８条 医療費の助成は、助成額を市長が契約医療機関に支払うことによって行う。ただし、

市長が特別の理由があると認めるときは、対象者に支払うことにより医療費の助成を行うこ

とができる。 

（損害賠償との調整） 

第９条 市長は、対象者が疾病又は負傷に関し第三者から損害賠償を受けたときは、当該損害

賠償額の限度内において、助成金の全部若しくは一部を支給せず、又はすでに助成した額に

相当する金額の返還を命ずることができる。 

（届出義務） 

第10条 対象者は、住所、氏名その他市長が定める事項に変更があったときは、速やかに届け

出なければならない。 

（譲渡等の禁止） 

第11条 この条例による助成を受ける権利は、譲渡し、又は担保に供してはならない。 

２ 医療証は、譲渡し、又は貸与してはならない。 

（助成金の返還） 

第12条 市長は、偽りその他不正の行為により助成を受けた者があったときは、その者又は対

象者から当該助成を受けた額の全部又は一部を返還させることができる。 

（委任） 

第13条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 
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附 則 

１ この条例は、昭和47年１月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日前に75歳以上の本市の国民健康保健の被保険者が受けた療養の給付

（療養費の支給を受けるべき診療、薬剤の支給又は手当を含む。）に係る高齢者附加給付金

については、なお従前の例による。 

３ 東大阪市国民健康保険条例（昭和42年東大阪市条例第98号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

４ 平成４年１月１日から平成５年３月31日までの間に限り、助成額の算定については、第３

条中「、老人保健法第28条」とあるのは、「老人保健法第28条及び老人保健法等の一部を改

正する法律（平成３年法律第89号）附則第５条」と、「、同条第５項」とあるのは「、老人

保健法第28条第５項」とする。 

附 則（昭和47年11月１日条例第28号） 

この条例は、昭和48年１月１日から施行する。 

附 則（昭和48年10月29日条例第34号） 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和48年10月１日から適用する。 

２ 改正前の東大阪市老人医療費の助成に関する条例の適用を受けていた者がこの条例の適

用の日前に受けた療養に係る医療費の助成については、なお従前の例による。 

附 則（昭和48年12月18日条例第45号） 

この条例は、公布の日から起算して４月をこえない範囲内において市長が定める日から施行

する。 

附 則（昭和53年７月15日条例第13号） 

この条例は、昭和53年10月１日から施行する。 

附 則（昭和57年12月27日条例第26号） 

１ この条例は、昭和58年２月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日前に受けた療養に係る医療費の助成については、なお従前の例による。 

附 則（昭和60年３月18日条例第１号抄） 

１ この条例は、昭和60年４月１日から施行する。 

附 則（昭和62年４月１日条例第２号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 改正前の東大阪市老人医療費の助成に関する条例（以下「旧条例」という。）第２条第１

項に規定する対象者がこの条例の施行の日前に旧条例第３条各号の一に該当した場合にお

ける医療費の助成については、旧条例第４条の規定は、なおその効力を有する。 

附 則（平成３年12月26日条例第30号） 

この条例は、平成４年１月１日から施行する。 

附 則（平成６年９月30日条例第40号） 

この条例は、平成６年10月１日から施行する。 

附 則（平成９年８月27日条例第29号） 

この条例は、平成９年９月１日から施行する。 

附 則（平成10年11月27日条例第40号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成12年２月１日条例第２号抄） 
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改正 

平成14年９月30日条例第25号 

１ この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

２ 昭和５年４月２日から昭和10年３月31日までの間に生まれた者についての平成12年４月

１日から平成14年９月30日までの間に行われた療養に関する市長が規則で定める社会保険

に関する法律又は国民健康保険法（昭和33年法律第192号）の規定による療養に関する保険

給付に係る療養費の助成については、第１条の規定による改正後の東大阪市老人医療費の助

成に関する条例の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成12年３月31日条例第18号） 

この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年12月30日条例第31号） 

１ この条例は、平成13年１月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日前に受けた療養に係る医療費の助成については、なお従前の例による。 

附 則（平成14年９月30日条例第25号抄） 

１ この条例は、平成14年10月１日から施行する。 

２ 東大阪市老人医療費の助成に関する条例及び東大阪市被用者保険の被保険者等に対する

医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例（平成12年東大阪市条例第２号）附則第２

項により、なお従前の例によることとされた者のうち昭和７年10月１日から昭和10年３月31

日までの間に生まれた者についての平成14年10月１日から平成17年３月31日までに行われ

た療養に関する社会保険各法又は国民健康保険法の規定に関する保険給付に係る医療費の

助成については、その者の前年の所得（１月から６月までの間に新たな適用を受けようとす

る者は前々年の所得）が、この条例による改正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例

第２条第１項第２号の規定により規則で定める額以下の場合は、改正後の東大阪市老人医療

費の助成に関する条例の規定を適用する。 

４ 改正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後に係

る医療費について適用し、同日前に係る医療費については、なお従前の例による。 

附 則（平成16年７月１日条例第22号） 

改正 

平成18年６月19日条例第37号 

１ この条例は、平成16年11月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日の前日において65歳以上70歳未満の者については、その者が70歳に達

する日の属する月の末日までの間は、改正前の東大阪市老人医療費の助成に関する条例第２

条第１項の規定は、なお効力を有する。この場合において、同項第１号中「市民税が課され

ていない者又は減免されている者」とあるのは「市民税が課されていない者又は減免されて

いる者（65歳以上の者（当該年（１月から６月までの間に新たに適用を受けようとする者に

あっては当該年の前年）の１月１日現在において65歳以上の者をいう。以下同じ。）であっ

て、当該年の前年（１月から６月までの間に新たに適用を受けようとする場合にあっては

前々年をいう。以下同じ。）の地方税法（昭和25年法律第226号）第292条第１項第13号に定

める合計所得金額（以下「合計所得金額」という。）が1,250,000円以下であるものを含む。）」

と、「市民税が課されている場合」とあるのは「市民税が課されている場合（65歳以上の者

であって、当該年の前年の合計所得金額が1,250,000円以下であるものである場合を除く。）」
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と、「市民税が課されることとなるとき」とあるのは「市民税が課されることとなるとき（65

歳以上の者であって、当該年の前年の合計所得金額が1,250,000円以下であるものである場

合を除く。）」とする。 

３ 改正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後に受

けた療養に係る医療費について適用し、同日前に受けた療養に係る医療費については、なお

従前の例による。 

附 則（平成18年３月31日条例第18号） 

この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年６月19日条例第37号） 

この条例は、平成18年７月１日から施行する。 

附 則（平成18年９月29日条例第41号抄） 

１ この条例は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月30日条例第５号抄） 

１ この条例は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年12月28日条例第41号） 

１ この条例は、平成20年４月１日から施行する。 

２ 東大阪市老人医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例（平成16年東大阪市条例第

22号）附則第２項により、なおその効力を有することとされる同条例による改正前の東大阪

市老人医療費の助成に関する条例第２条第１項第１号に規定する対象者については、第１条

の規定による改正前の東大阪市老人医療費の助成に関する条例（以下「旧条例」という。）

第３条、第４条及び第９条の規定は、なおその効力を有するものとする。この場合において、

旧条例第３条第１項中「老人保健法第28条」とあるのは「高齢者の医療の確保に関する法律

第67条」と、「同法第46条の８」とあるのは「同法第84条」と、旧条例第９条第１項中「老

人保健法第28条」とあるのは「高齢者の医療の確保に関する法律第67条」とする。 

３ 第１条の規定による改正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例の規定は、この条例

の施行の日以後に係る医療費について適用し、同日前に係る医療費については、なお従前の

例による。 

附 則（平成20年３月31日条例第４号） 

この条例は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月31日条例第８号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

(１) 第３条中障害者自立支援法施行条例第５条の改正規定 公布の日 

(２) 第１条中議会の議員その他非常勤の職員の災害補償等に関する条例第10条の２第２

号の改正規定（「第５条第12項」を「第５条第11項」に改める部分に限る。）、第３条中

東大阪市障害者自立支援法施行条例第２条（見出しを含む。）の改正規定（「東大阪市障

害程度区分認定審査会」を「東大阪市障害支援区分認定審査会」に改める部分に限る。）、

第５条中東大阪市立総合福祉センター条例第６条第４号の改正規定（「第５条第14項」を

「第５条第13項」に改める部分に限る。）、第９条中東大阪市消防団員等公務災害補償条

例第９条の２第１項第２号の改正規定（「第５条第12項」を「第５条第11項」に改める部
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分に限る。）及び次項の規定 平成26年４月１日 

附 則（平成26年６月30日条例第30号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条第２項の改正規定は、平成26年10月１

日から施行する。 

附 則（平成26年12月24日条例第62号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成27年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第２条第１項第２号の規定は、この条例の施行の日以後に医療費の助成の申請を

する者について適用し、同日前に申請をした者については、当該申請に基づき交付を受けた

医療証の有効期間中は、なお従前の例による。 

附 則（平成29年10月31日条例第27号）抄 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成30年４月１日から施行する。ただし、第１条中東大阪市身体障害者

及び知的障害者の医療費の助成に関する条例第２条第３項の改正規定（「控除対象配偶者」

を「同一生計配偶者」に改める部分に限る。）及び第２条中東大阪市ひとり親家庭の医療費

の助成に関する条例第２条第３項第１号の改正規定は、平成30年１月１日から施行する。 

（東大阪市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例の一部改正に伴う経過

措置等） 

第２条 第１条の規定による改正後の東大阪市重度障害者の医療費の助成に関する条例（以下

「改正後の障害者医療条例」という。）の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」と

いう。）以後に受けた療養に係る医療費について適用し、施行日前に受けた療養に係る医療

費については、なお従前の例による。 

２ 改正後の障害者医療条例第２条の２の規定は、この条例の施行の際現に住所地特例対象施

設に入所をしている者及び施行日以後当該住所地特例対象施設に入所をする者について適

用する。 

３ 改正前の東大阪市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例第２条に規定

する対象者（施行日の前日において同条例第６条の規定により医療証の交付を受けている者

（施行日以後大阪府内の他の市町村から本市に住所を変更した者であって、当該医療証の交

付を受けている者に相当する者として市長が認めるものを含む。）に限る。）であって、施

行日以後改正後の障害者医療条例第３条第１項に規定する精神病床に入院をしているもの

に係る当該入院に係る医療費の助成については、第１項の規定にかかわらず、平成33年３月

31日までの間、なお従前の例による。 

４ 改正後の障害者医療条例第２条第１項及び第２条の２第１項に該当する対象者に係る改

正後の障害者医療条例第５条の規定による助成の申請、改正後の障害者医療条例第６条の規

定による医療証の交付その他の必要な手続は、施行日前においても行うことができる。 

（東大阪市老人医療費の助成に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

第５条 施行日前に受けた療養に係る医療費の助成については、なお従前の例による。 

２ 廃止前の東大阪市老人医療費の助成に関する条例（以下「廃止前の老人医療条例」という。）

第２条に規定する対象者であって、施行日の前日において廃止前の老人医療条例第６条の規

定による医療証の交付を受けている者（施行日以後大阪府内の他の市町村から本市に住所を
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変更した者であって、当該医療証の交付を受けている者に相当する者として市長が認めるも

のを含む。）は、施行日から平成33年３月31日までの間に受ける療養に係る医療費について、

助成を受けることができる。この場合においては、改正後の障害者医療条例の規定を準用す

る。 

３ 前項の場合において、療養に係る医療費が精神病床（病院の病床のうち、精神疾患を有す

る者を入院させるためのものをいう。以下同じ。）への入院に係るものであるときの当該入

院に係る医療費の助成については、同項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ 前２項の規定は、これらの規定の適用を受ける者が、施行日以後、改正後の障害者医療条

例第６条又は改正後のひとり親家庭医療条例第４条第２項の規定による医療証の交付を受

けたときは、そのとき以後、適用しない。ただし、精神病床への入院に係る医療費の助成に

ついては、この限りでない。 

（その他の経過措置の規則への委任） 

第６条 この附則に規定するもののほか、この条例の施行に関し必要な経過措置は、規則で定

める。 
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○東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則 

昭和46年12月７日東大阪市規則第67号 

改正 

昭和47年９月26日規則第39号 

昭和47年12月27日規則第54号 

昭和48年10月29日規則第56号 

昭和53年７月１日規則第29号 

昭和53年８月１日規則第34号 

昭和58年２月１日規則第２号 

昭和60年３月31日規則第11号 

昭和60年６月28日規則第51号 

昭和62年１月16日規則第１号 

昭和63年６月30日規則第18号 

平成元年８月１日規則第38号 

平成２年６月30日規則第27号 

平成３年12月26日規則第69号 

平成６年９月30日規則第43号 

平成９年３月31日規則第22号 

平成12年３月31日規則第11号 

平成12年12月30日規則第75号 

平成14年３月30日規則第24号 

平成14年９月30日規則第42号 

平成16年１月８日規則第２号 

平成16年10月29日規則第48号 

平成17年６月10日規則第64号 

平成18年３月27日規則第11号 

平成18年７月26日規則第60号 

平成18年９月29日規則第68号 

平成19年３月30日規則第24号 

平成19年３月30日規則第37号 

平成19年７月30日規則第58号 

平成20年３月31日規則第18号 

平成22年４月28日規則第38号 

平成22年６月21日規則第45号 

平成22年10月25日規則第56号 

平成25年３月29日規則第22号 

平成26年12月26日規則第62号 

平成27年２月27日規則第６号 

平成27年３月31日規則第44号 

平成28年12月28日規則第90号 

平成29年10月30日規則第47号 
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平成29年12月28日規則第57号 

廃止 平成30年３月30日規則第24号 

東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則 

（社会保険各法） 

第１条 東大阪市老人医療費の助成に関する条例（昭和46年東大阪市条例第41号。以下「条例」

という。）第２条に規定する市長が規則で定める社会保険各法は、次に掲げる法律をいう。 

(１) 健康保険法（大正11年法律第70号） 

(２) 船員保険法（昭和14年法律第73号） 

(３) 国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号） 

(４) 地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号） 

(５) 私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号） 

（指定難病等） 

第１条の２ 条例第２条第１項第２号に規定する規則で定める疾病は、別表に掲げる疾病とす

る。 

（所得の額） 

第２条 条例第２条第１項第２号から第４号までに規定する規則で定める額は、所得税法（昭

和40年法律第33号）に規定する同一生計配偶者及び扶養親族（以下「扶養親族等」という。）

がないときは2,240,000円とし、扶養親族等があるときは当該扶養親族等の数に応じて、そ

れぞれ次の表のとおりとする。ただし、所得税法に規定する老人扶養親族があるときは、基

準額に当該老人扶養親族１人につき（当該老人扶養親族のほかに扶養親族等がないときは、

当該老人扶養親族のうち１人を除いた老人扶養親族１人につき）60,000円を加算した額とす

る。 

扶養親族等の数 基準額 

１人 2,590,000円

２人以上 2,590,000円に扶養親族等が１人増すごとに290,000円加

算した額 

（所得の範囲） 

第３条 条例第２条第１項第２号から第４号までに規定する所得の範囲は、地方税法（昭和25

年法律第226号）第５条第２項第１号に掲げる市町村民税についての同法その他の市町村民

税に関する法令の規定による非課税所得以外の所得とする。 

（所得の額の計算方法） 

第４条 条例第２条第１項第２号から第４号までに規定する所得の額は、その所得が生じた年

の翌年の４月１日の属する年度分の市町村民税に係る地方税法第313条第１項に規定する総

所得金額、退職所得金額及び山林所得金額、同法附則第33条の２第５項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額（同法附則第35条の２の６第11項又は第15項の規定の適用がある

場合には、その適用後の金額）、同法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所

得等の金額、同法附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得の金額、同法附則第35条第５項

に規定する短期譲渡所得の金額、同法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲

渡所得等の金額（同法附則第35条の３第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の金

額）、同法附則第35条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法
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附則第35条の２の６第15項又は第35条の３第13項若しくは第15項の規定の適用がある場合

には、その適用後の金額）、同法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等

の金額（同法附則第35条の４の２第７項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、

外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和37年法

律第144号）第８条第２項（同法第12条第５項及び第16条第２項において準用する場合を含

む。）に規定する特例適用利子等の額、同法第８条第４項（同法第12条第６項及び第16条第

３項において準用する場合を含む。）に規定する特例適用配当等の額、租税条約等の実施に

伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号）第３条

の２の２第10項に規定する条約適用利子等の額並びに同条第12項に規定する条約適用配当

等の額の合計額とする。 

２ 次の各号に該当する者については、当該各号に掲げる額を前項の規定によって計算した額

からそれぞれ控除するものとする。 

(１) 前項に規定する市町村民税につき、地方税法第314条の２第１項第１号、第２号、第

３号又は第４号に規定する控除を受けた者は、当該雑損控除額、医療費控除額、社会保険

料控除額又は小規模企業共済等掛金控除額に相当する額 

(２) 前項に規定する市町村民税につき、地方税法第314条の２第１項第６号に規定する控

除を受けた者については、その控除の対象となった障害者１人につき、同項第８号又は第

９号に規定する控除を受けた者については、それぞれ当該控除を受けた者につき、それぞ

れ同項第６号、第８号又は第９号に定める控除額に相当する額 

(３) 前項に規定する市町村民税につき、地方税法附則第６条第５項に規定する免除を受け

た者については、当該免除に係る所得の額 

３ その所得が生じた年の翌年の１月１日以後に災害により生じた地方税法第314条の２第１

項第１号に規定する損失の金額の合計額が第１項の規定によって計算したその所得の額の

10分の１に相当する額（第１号に掲げる場合において、その額が同号に掲げる額に満たない

ときは、同号に掲げる額）を超えるに至ったときは、その超えるに至った日後に受けた医療

に係る老人医療費については、同年１月１日から当該医療を受けた日の前日までの間に災害

により生じた同条第１項第１号に規定する損失の金額の合計額（次の各号に掲げる場合には、

その合計額から当該各号に掲げる額を控除した額）を第１項の規定によって計算したその所

得の額から控除するものとする。 

(１) 第１項の規定によって計算したその所得の額から控除すべき第２項第１号に掲げる

雑損控除額に相当する額がある場合において、当該雑損控除額の計算の基礎となった損失

の金額のうちに災害により生じた損失の金額があるとき、その金額の合計額 

(２) 前号に規定する雑損控除額に相当する額がない場合、第１項の規定によって計算した

その所得の額の10分の１に相当する額 

４ その所得が生じた年の翌年の１月１日以後に支払った条例第２条第１項に規定する対象

者に係る地方税法第314条の２第１項第２号に規定する医療費の金額の合計額が第１項の規

定によって計算したその所得の額の100分の５に相当する額と100,000円とのうちいずれか

低い額（第１号に掲げる場合において、その額が同号に掲げる額に満たないときは、同号に

掲げる額）を超えるに至ったときは、その超えるに至った日後にその者が受けた医療に係る

老人医療費については、同年１月１日から当該医療を受けた日の前日までの間に支払ったそ

の者に係る同条第１項第２号に規定する医療費の金額の合計額（次の各号に掲げる場合には、
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その合計額から当該各号に掲げる額を控除した額）と2,000,000円（第１号に規定する医療

費控除額に相当する額がある場合には、2,000,000円からその額を控除した額）とのいずれ

か低い額を第１項の規定によって計算したその所得の額から控除するものとする。 

(１) 第１項の規定によって計算したその所得の額から控除すべき第２項第１号に掲げる

医療費控除額に相当する額がある場合において、当該医療費控除額の計算の基礎となった

医療費の金額のうちに条例第２条第１項に規定する対象者（以下「対象者」という。）に

係る医療費の金額があるとき、その金額の合計額 

(２) 前号に規定する医療費控除額に相当する額がない場合、第１項の規定によって計算し

たその所得の額の100分の５に相当する額と100,000円とのうちいずれか低い額 

（一部自己負担額） 

第５条 条例第３条第１項に規定する一部自己負担額は、医療機関（薬局を除く。以下この条

において同じ。）ごとに１日につき500円とする。ただし、当該一部自己負担額は、条例第

３条第１項に規定する対象者、国民健康保険法による世帯主若しくは組合員又は社会保険各

法による被保険者、組合員若しくは加入者が負担すべき額を超えることができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、対象者が同一の月に同一の医療機関において行う一部自己負担

額の支払いは、２日を限度とする。 

３ 歯科診療及び歯科診療以外の診療を併せて行う医療機関における前２項の規定の適用に

ついては、歯科診療及び歯科診療以外の診療は、それぞれ別個の医療機関における診療とみ

なす。 

４ 対象者が同一の月に同一の医療機関において入院及び入院以外の療養を受けた場合の第

１項及び第２項の規定の適用については、入院及び入院以外の療養につき、それぞれ別個の

医療機関において受けたものとみなす。 

５ 対象者が同一の月に支払った一部自己負担額を合算した額が2,500円を超える場合は、当

該合算した額に対する一部自己負担額は、2,500円を限度とする。 

（申請方法） 

第６条 条例第５条に規定する申請は、老人医療証交付（更新）申請書・受給資格変更（喪失）

届出書（様式第１）に条例第２条第１項各号に該当することを明らかにすることができる書

類及び国民健康保険法（昭和33年法律第192号）に基づく被保険者証、高齢者の医療の確保

に関する法律（昭和57年法律第80号）に基づく被保険者証又は社会保険各法に基づく被保険

者証、組合員証若しくは加入者証を添えて行うものとする。 

（医療証） 

第７条 条例第６条に規定する医療証の様式は、様式第２のとおりとする。 

２ 医療証の有効期限は、毎年７月31日とする。ただし、条例第２条第１項第２号に規定する

者にあっては、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平

成18年厚生労働省令第19号）第43条又は感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律（平成10年法律第114号）第37条の２第４項に規定する日と毎年７月31日のいずれか

早い日とする。 

３ 有効期限の終了した医療証は、直ちに市長に返還しなければならない。 

（医療証の更新） 

第８条 医療証の更新を受けようとする者は、毎年５月１日から同月31日までの間に、老人医

療証交付（更新）申請書・受給資格変更（喪失）届出書（様式第１）に第６条に規定する書
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類を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を行った者が、条例第２条に該当すると認めるときは、医

療証を更新して、交付する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長は、医療証の交付を受けた者が、当該医療証の有効期限

が経過した後も引き続き条例第２条に該当すると認めるときは、医療証を更新して、交付す

ることができる。 

（医療証の再交付申請） 

第９条 医療証を破り、よごし、又は紛失したときは、老人医療証再交付申請書（様式第３）

により市長に医療証の再交付を申請しなければならない。 

２ 医療証を破り、又はよごしたときの前項の申請には、同項の申請書にその医療証を添附し

なければならない。 

３ 医療証の再交付を受けた後において紛失した医療証を発見したときは、速やかに発見した

医療証を市長に返還しなければならない。 

（助成の方法の特例） 

第10条 条例第８条ただし書に規定する特別の理由とは、次の各号のいずれかに該当する場合

をいう。 

(１) 国民健康保険法又は高齢者の医療の確保に関する法律の規定により対象者に係る保

険外併用療養費、特別療養費又は療養費が支給されたとき。 

(２) 社会保険各法の規定により対象者に係る保険外併用療養費、療養費又は家族療養費が

支給されたとき。 

(３) 前２号に掲げる場合のほか、市長が特に必要があると認めたとき。 

２ 前項の規定による医療費の助成を受けようとする対象者は、老人医療費助成支給申請書

（様式第４）により市長に申請しなければならない。 

３ 前項の申請が第１項第１号又は第２号の規定によるものであるときは、支給額を証する書

類（本市が国民健康保険法の保険者として、保険外併用療養費、特別療養費又は療養費を支

給する場合を除く。）を添えなければならない。 

（届出事項） 

第11条 条例第10条に規定するその他市長が定める事項は、次に掲げる事項とし、同条の規定

による届出は、老人医療証交付（更新）申請書・受給資格変更（喪失）届出書（様式第１）

によるものとする。この場合において、医療証を添附しなければならない。 

(１) 世帯主の氏名 

(２) 保険関係の変更事項 

(３) 資格喪失に関する事項 

２ 老人医療費の助成事由が第三者の行為によって生じたものであるときは、老人医療費の助

成を受け、又は受けようとする者は、その事実、当該第三者の氏名及び住所又は居所（氏名

又は住所若しくは居所が明らかでないときは、その旨）並びに被害の状況を直ちに市長に届

け出なければならない。 

（添附書類の省略） 

第12条 市長は、この規則の規定により、申請書又は届出書に添えて提出する書類により証明

すべき事実を公簿等によって確認することができるときは、当該書類の添附を省略させるこ

とができる。 
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（口頭による申請） 

第13条 市長は、この規則の規定する申請書又は届出書を作成することができない特別の事情

があると認めたときは、申請者又は届出人の口頭による陳述を当該職員に聴取させたうえで

必要な措置をとることによって、当該申請書又は届出書の提出に代えることができる。 

附 則 

１ この規則は、昭和47年１月１日から施行する。 

２ 昭和53年７月１日から同年９月30日までの間に交付する医療証の有効期限は、第５条第２

項の規定にかかわらず、同年９月30日とする。 

附 則（昭和47年９月26日規則第39号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和47年12月27日規則第54号） 

この規則は、昭和48年１月１日から施行する。 

附 則（昭和48年10月29日規則第56号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和53年７月１日規則第29号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和53年８月１日規則第34号） 

この規則は、昭和53年10月１日から施行する。 

附 則（昭和58年２月１日規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和60年３月31日規則第11号） 

この規則は、昭和60年４月１日から施行する。 

附 則（昭和60年６月28日規則第51号） 

１ この規則は、昭和60年７月１日から施行する。 

２ 改正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則第５条第２項の規定は、昭和60

年７月１日以後に有効期間が開始する医療証から適用し、同日前に有効期間が開始する医療

証については、なお従前の例による。 

附 則（昭和62年１月16日規則第１号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際、東大阪市老人医療費の助成に関する条例（昭和46年東大阪市条例第

41号）第６条の規定により交付された医療証で現に効力を有するものは、この規則による改

正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則の相当規定による医療証とみなす。 

附 則（昭和63年６月30日規則第18号） 

この規則は、昭和63年７月１日から施行する。 

附 則（平成元年８月１日規則第38号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２年６月30日規則第27号） 

この規則は、平成２年７月１日から施行する。 

附 則（平成３年12月26日規則第69号） 

１ この規則は、平成４年１月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、東大阪市老人医療費の助成に関する条例（昭和46年東大阪市条例第
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41号）第６条の規定により交付されている医療証で現に効力を有するものは、この規則によ

る改正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則の相当規定により交付された

ものとみなす。 

附 則（平成６年９月30日規則第43号） 

この規則は、平成６年10月１日から施行する。 

附 則（平成９年３月31日規則第22号） 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年３月31日規則第11号） 

改正 

平成14年９月30日規則第42号 

１ この規則は、平成12年４月１日から施行する。ただし、第１条第５号の改正規定は、公布

の日から施行する。 

２ 昭和５年４月２日から昭和10年３月31日までの間に生まれた者についての平成12年４月

１日から平成14年９月30日までの間に行われた療養に関する社会保険各法又は国民健康保

険法（昭和33年法律第192号）の規定による療養に関する保険給付に係る療養費の助成につ

いては、改正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則の規定にかかわらず、な

お従前の例による。 

附 則（平成12年12月30日規則第75号） 

１ この規則は、平成13年１月１日から施行する。 

２ 改正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則の規定は、この規則の施行日以

後の医療費について適用し、施行日前の医療費については、なお従前の例による。 

附 則（平成14年３月30日規則第24号） 

この規則は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則（平成14年９月30日規則第42号抄） 

１ この規則は、平成14年10月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に交付されている第１条の規定による改正前の東大阪市老人医療

費の助成に関する条例施行規則第５条の２第３項の規定による認定証は、第１条の規定によ

る改正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則（以下「新施行規則」という。）

第11条第２項の規定により認定を受けたものとみなし、当該認定証に記載された有効期間が

満了するまでの間は、同項に規定する認定証とみなす。 

３ 東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則の一部を改正する規則附則第２項によ

り、なお従前の例によることとされた者のうち昭和７年10月１日から昭和10年３月31日まで

に生まれた者についての平成14年10月１日から平成17年３月31日までに行われた療養に関

する社会保険各法又は国民健康保険法の規定に関する保険給付に係る医療費の助成につい

ては、その者の前年の所得（１月から６月までの間に新たに適用を受けようとする者は前々

年の所得）が、新施行規則第２条に規定する額以下の場合は、新施行規則の規定を適用する。 

附 則（平成16年１月８日規則第２号抄） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則の規定は、平成15年分以後の所

得の額の計算方法から適用し、平成14年分までの所得の額の計算方法については、なお従前

の例による。 
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附 則（平成16年10月29日規則第48号） 

１ この規則は、平成16年11月１日から施行する。 

２ 改正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則（以下「新規則」という。）の

規定は、この規則の施行の日以後に係る医療費について適用し、施行日前に係る医療費につ

いては、なお従前の例による。 

３ 改正前の東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則（以下「旧規則」という。）第

７条、第８条、第11条、第13条及び第14条の規定並びに様式第４及び様式第５の規定は、東

大阪市老人医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例（平成16年東大阪市条例第22

号）附則第２項の規定により同条例による改正前の東大阪市老人医療費の助成に関する条例

第２条第１項の規定がなお効力を有する間、同項に規定する者についてなおその効力を有す

る。 

４ この規則の施行の際現に旧規則により提出されている申請書は、新規則の様式により提出

された申請書とみなす。 

附 則（平成17年６月10日規則第64号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則第５条第１項の規定は、平成17

年８月１日以後の医療費から適用し、同日前の医療費については、なお従前の例による。 

附 則（平成18年３月27日規則第11号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。ただし、第４条の改正規定は、公布の日から

施行する。 

附 則（平成18年７月26日規則第60号） 

１ この規則は、平成18年８月１日から施行する。 

２ 東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則の一部を改正する規則（平成16年東大阪

市規則第48号）附則第２項の規定によりなおその効力を有するものとされる同規則による改

正前の東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成18年９月29日規則第68号） 

この規則は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月30日規則第24号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月30日規則第37号） 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

２ 改正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則の規定は、平成19年以降に生じ

た所得に係る所得の額の計算方法から適用し、平成18年までに生じた所得に係る所得の額の

計算方法については、なお従前の例による。 

附 則（平成19年７月30日規則第58号） 

１ この規則は、平成19年８月１日から施行する。 

２ 東大阪市老人医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例（平成16年条例第22号）附

則第２項の規定によりなお効力を有することとされる同条例による改正前の東大阪市老人

医療費の助成に関する条例第２条第１項第１号に規定する対象者の医療証の有効期限につ

いては、改正前の東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則第10条第２項の規定は、
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なおその効力を有する。ただし、市長が必要であると認めるときは、改正後の東大阪市老人

医療費の助成に関する条例施行規則第10条第２項の規定によることができる。 

附 則（平成20年３月31日規則第18号） 

１ この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

２ 東大阪市老人医療費一部負担金相当額等助成規則（昭和58年東大阪市規則第３号）は、廃

止する。 

３ 東大阪市老人医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例（平成16年東大阪市条例第

22号）附則第２項の規定により、なおその効力を有することとされる改正前の東大阪市老人

医療費の助成に関する条例第２条第１項第１号に規定する対象者については、改正前の東大

阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則（以下「旧規則」という。）第５条から第９条

まで、第10条第１項、第12条、第14条及び第15条の規定並びに様式の規定は、なおその効力

を有するものとし、旧規則第５条第１項中「老人保健法（以下「法」という。）第28条」と

あるのは「高齢者の医療の確保に関する法律（以下「法」という。）第67条」と、「第30条

第１項の医療」とあるのは「第70条第２項又は第71条第１項の療養の給付」と、「当該医療」

とあるのは「当該療養の給付」と、「世帯員であって老人医療受給対象者」とあるのは「世

帯員である被保険者」とする。 

附 則（平成22年４月28日規則第38号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成22年６月21日規則第45号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成22年10月25日規則第56号） 

この規則は、平成22年12月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月29日規則第22号）抄 

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

(１) 第４条の規定（東大阪市障害者自立支援法施行細則の題名の改正規定及び第３条の改

正規定を除く。）、第５条中東大阪市身体障害者福祉法施行細則第２条第１項の改正規定、

別表第１備考３の改正規定（「第30条第２項」を「第30条第３項」に改める部分に限る。）

及び別表第３備考３の改正規定（「第30条第２項」を「第30条第３項」に改める部分に限

る。）、第６条中東大阪市知的障害者福祉法施行細則第２条第１項の改正規定、別表第１

備考３の改正規定（「第30条第２項」を「第30条第３項」に改める部分に限る。）及び別

表第３備考３の改正規定（「第30条第２項」を「第30条第３項」に改める部分に限る。）、

第７条中東大阪市基準該当障害福祉サービス事業者の登録等に関する規則第１条の改正

規定（「第５条第６項」を「第５条第７項」に改める部分に限る。）並びに第９条第１項

及び第６項の改正規定並びに第10条中東大阪市児童福祉法施行細則別表第２備考３の改

正規定（「第30条第２項」を「第30条第３項」に改める部分に限る。） 公布の日 

(２) 第４条中東大阪市障害者自立支援法施行細則第３条の改正規定、第７条中東大阪市基

準該当障害福祉サービス事業者の登録等に関する規則第１条の改正規定（「同条第13項」

を「同条第12項」に改める部分に限る。）、第９条中東大阪市立心身障害児通園施設条例

施行規則第５条第２項第１号の改正規定（「第５条第22項」を「第５条第21項」に改める

部分に限る。）及び第14条中東大阪市墓地、埋葬等に関する法律施行細則第13条第３号の
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改正規定（「同条第27項」を「同条第26項」に改める部分に限る。） 平成26年４月１日 

附 則（平成26年12月26日規則第62号） 

この規則は、平成27年１月１日から施行する。 

附 則（平成27年２月27日規則第６号） 

この規則中第８条及び様式第１の改正規定は公布の日から、様式第４の改正規定は平成27年

３月１日から、様式第２の改正規定は同年８月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月31日規則第44号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の別表の規定は、平成27年１月１日から適用する。 

附 則（平成28年12月28日規則第90号） 

１ この規則は、平成29年１月１日から施行する。 

２ 改正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則の規定は、平成28年以後に生じ

た所得に係る所得の額の計算方法から適用し、平成27年までに生じた所得に係る所得の額の

計算方法については、なお従前の例による。 

附 則（平成29年10月30日規則第47号） 

１ この規則は、平成29年11月６日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則様式第第

２、第２条の規定による改正後の東大阪市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関す

る条例施行規則様式第２、第３条の規定による改正後の東大阪市ひとり親家庭の医療費の助

成に関する条例施行規則様式第２及び第４条の規定による改正後の東大阪市子どもの医療

費の助成に関する条例施行規則様式第２の規定は、この規則の施行の日以後に交付する医療

証から適用し、この規則の施行の際現に交付されている医療証については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成29年12月28日規則第57号） 

１ この規則は、平成30年１月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則第２条の

規定及び第２条の規定による改正後の東大阪市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成

に関する条例施行規則第４条の規定は、平成30年以後の年の所得の額の計算について適用し、

平成29年以前の年の所得の額の計算については、なお従前の例による。 

附 則（平成30年３月30日規則第24号）抄 

（施行期日） 

第１条 この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

（東大阪市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例施行規則の一部改正に

伴う経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の東大阪市重度障害者の医療費の助成に関する条例施行

規則（以下「改正後の障害者医療規則」という。）の規定は、この規則の施行の日（以下「施

行日」という。）以後に受けた療養に係る医療費について適用し、施行日前に受けた療養に

係る医療費については、なお従前の例による。 

２ （略） 

３ 東大阪市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例等の一部を改正する等

の条例（平成29年東大阪市条例第27号。以下「平成29年改正条例」という。）附則第２条第

３項の規定によりなお従前の例によることとされる医療費の助成に係る改正前の障害者医
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療規則第５条の２第３項の規定の適用については、同項中「2,500円」とあるのは「3,000円」

とする。 

（東大阪市老人医療費の助成に関する条例施行規則の廃止に伴う経過措置） 

第５条 施行日前に受けた療養に係る第４条の規定による廃止前の東大阪市老人医療費の助

成に関する条例施行規則（以下「廃止前の老人医療規則」という。）の規定による医療費の

助成については、なお従前の例による。 

２ 平成29年改正条例附則第５条第２項の規定による医療費の助成については、改正後の障害

者医療規則の規定を準用する。 

３ 平成29年改正条例附則第５条第３項の規定によりなお従前の例によることとされる医療

費の助成に係る廃止前の老人医療規則第５条第５項の規定の適用については、同項中「2,500

円」とあるのは「3,000円」とする。 

（その他の経過措置） 

第６条 第２条から前条までに定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な経過措置は、

市長が定める。 
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別表（第１条の２関係） 

(１) 球脊髄性筋萎縮症 

(２) 筋萎縮性側索硬化症 

(３) 脊髄性筋萎縮症 

(４) 進行性核上性麻痺 

(５) パーキンソン病 

(６) 大脳皮質基底核変性症 

(７) ハンチントン病 

(８) 重症筋無力症 

(９) 多発性硬化症又は視神経脊髄炎 

(10) 慢性炎症性脱髄性多発神経炎又は多巣性運動ニューロパチー 

(11) 多系統萎縮症 

(12) 脊髄小脳変性症（多系統萎縮症を除く。） 

(13) ライソゾーム病 

(14) 副腎白質ジストロフィー 

(15) ミトコンドリア病 

(16) もやもや病 

(17) プリオン病 

(18) 亜急性硬化性全脳炎 

(19) 全身性アミロイドーシス 

(20) 神経線維腫症 

(21) 天疱瘡 

(22) 表皮水疱症 

(23) 膿疱性乾癬（汎発型） 

(24) スティーヴンス・ジョンソン症候群 

(25) 中毒性表皮壊死症 

(26) 高安動脈炎 

(27) 結節性多発動脈炎 

(28) 顕微鏡的多発血管炎 

(29) 多発血管炎性肉芽腫症 

(30) 悪性関節リウマチ 

(31) バージャー病 

(32) 全身性エリテマトーデス 

(33) 皮膚筋炎又は多発性筋炎 

(34) 全身性強皮症 

(35) 混合性結合組織病 

(36) ベーチェット病 

(37) 特発性拡張型心筋症 

(38) 肥大型心筋症 

(39) 拘束型心筋症 

(40) 再生不良性貧血 
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(41) 特発性血小板減少性紫斑病 

(42) 原発性免疫不全症候群 

(43) 黄色靱帯骨化症 

(44) 後縦靱帯骨化症 

(45) 広範脊柱管狭窄症 

(46) 特発性大腿骨頭壊死症 

(47) 下垂体性ＡＤＨ分泌異常症 

(48) 下垂体性ＴＳＨ分泌亢進症 

(49) 下垂体性ＰＲＬ分泌亢進症 

(50) クッシング病 

(51) 下垂体性ゴナドトロピン分泌亢進症 

(52) 下垂体性成長ホルモン分泌亢進症 

(53) 下垂体前葉機能低下症 

(54) 家族性高コレステロール血症（ホモ接合体） 

(55) サルコイドーシス 

(56) 特発性間質性肺炎 

(57) 肺動脈性肺高血圧症 

(58) 肺静脈閉塞症又は肺毛細血管腫症 

(59) 慢性血栓塞栓性肺高血圧症 

(60) リンパ脈管筋腫症 

(61) 網膜色素変性症 

(62) バッド・キアリ症候群 

(63) 原発性胆汁性肝硬変 

(64) クローン病 

(65) 潰瘍性大腸炎 

(66) スモン 

(67) 難治性肝炎のうち劇症肝炎（特定疾患治療研究事業実施要綱（昭和48年厚生省衛発第

242号）に規定する対象患者であって、東大阪市老人医療費の助成に関する条例の一部を

改正する条例（平成26年東大阪市条例第62号。以下「改正条例」という。）附則第２項の

規定によりなお従前の例によることとされたもの（改正条例の施行の日前から引き続き大

阪府内に居住しており、かつ、当該疾病により大阪府内に存する本市以外の地方公共団体

が行う医療費の助成（条例の規定による医療費の助成と類似のものに限る。）を受けてい

るものを含む。次号において同じ。）に係るものに限る。） 

(68) 重症急性膵炎（特定疾患治療研究事業実施要綱に規定する対象患者であって、改正条

例附則第２項の規定によりなお従前の例によることとされたものに係るものに限る。） 
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○東大阪市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例 

昭和55年７月23日東大阪市条例第14号 

改正 

昭和56年12月28日条例第32号 

昭和58年３月31日条例第９号 

平成３年12月26日条例第31号 

平成６年３月31日条例第20号 

平成６年９月30日条例第40号 

平成10年７月31日条例第31号 

平成10年12月22日条例第45号 

平成12年３月31日条例第18号 

平成16年７月１日条例第24号 

平成17年３月31日条例第30号 

平成18年６月19日条例第39号 

平成18年９月29日条例第41号 

平成18年９月29日条例第42号 

平成19年12月28日条例第41号 

平成20年３月31日条例第４号 

平成21年３月31日条例第23号 

平成23年12月28日条例第19号 

平成26年６月30日条例第32号 

平成29年３月31日条例第13号 

平成29年10月31日条例第27号 

平成31年３月29日条例第13号 

東大阪市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、ひとり親家庭に対し医療費の一部を助成することにより、その健康の保

持及び生活の安定並びに児童の健全な育成を図り、もってひとり親家庭の福祉の増進に寄与

することを目的とする。 

（用語の定義） 

第１条の２ この条例において「児童」とは、18歳未満の児童及び18歳に達した日からその日

以後における最初の３月31日までの間にある者をいう。 

２ この条例において「ひとり親家庭」とは、次の各号のいずれかに該当する児童の父（母が

児童を懐胎した当時婚姻の届出をしていないが、その母と事実上婚姻関係と同様の事情にあ

った者を含む。以下同じ。）又は母がその児童を監護する家庭をいう。ただし、その児童が

父又は母の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

み、規則で定める程度の障害の状態にある者は除く。）に養育されているときは除く。 

(１) 父母が婚姻（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を

含む。）を解消した児童 

(２) 父又は母が死亡した児童 

(３) 父又は母が規則で定める程度の障害の状態にある児童 
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(４) 父又は母の生死が明らかでない児童 

(５) その他前各号に準ずる状態にある児童で規則で定めるもの 

３ この条例において「養育者」とは、次に掲げる児童を養育する（その児童と同居して、こ

れを監護し、かつ、その生計を維持することをいう。以下同じ。）者であって、父母並びに

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の３第８項に規定する小規模住居型児童養育事

業を行う者及び同法第６条の４に規定する里親以外の者をいう。 

(１) 父母が死亡した児童 

(２) 父又は母が監護しない前項に掲げる児童 

（対象者） 

第２条 この条例により医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、

本市の区域内に居住地を有する者であって、国民健康保険法（昭和33年法律第192号）若し

くは高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）による被保険者又は市長が定

める社会保険に関する法律（以下「社会保険各法」という。）による被保険者（日雇特例被

保険者を含む。以下同じ。）、組合員、加入者若しくは被扶養者のうち、次の各号のいずれ

かに該当するものとする。 

(１) ひとり親家庭の父又は母及び児童 

(２) 養育者及び養育者が養育する前条第３項各号のいずれかに該当する児童 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、対象者としない。 

(１) 生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条第１項に規定する被保護者 

(２) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）による支援給付（これに相当する

支援給付を含む。）を受けている者 

(３) 前２号に掲げる者のほか、国が実施する医療費公費負担制度に基づき、国民健康保険

法、高齢者の医療の確保に関する法律又は社会保険各法の規定により、対象者又はこれら

の法律による世帯主若しくは被保険者、組合員若しくは加入者（世帯主又は被保険者、組

合員若しくは加入者であった者を含む。）（以下これらを「対象者等」という。）が負担

すべき額について全額公費負担を受けることができる者 

(４) 東大阪市重度障害者の医療費の助成に関する条例（昭和48年東大阪市条例第37号）第

６条の規定による医療証の交付を受けている者 

(５) 児童福祉法に基づく措置により医療費の支給を受けている者及び同法第24条の２第

１項に規定する指定障害児入所施設等に入所又は入院している者（通所している者を除

く。） 

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、対象者としない。 

(１) ひとり親家庭の父若しくは母又は養育者（以下「ひとり親等」という。）の前年（各

年の１月から９月までの間に新たに適用を受けようとする者にあっては前々年。以下同

じ。）の所得が、その者の所得税法（昭和40年法律第33号）に規定する同一生計配偶者及

び扶養親族（以下「扶養親族等」という。）並びに当該ひとり親等の扶養親族等でない児

童で当該ひとり親等が前年の12月31日において生計を維持したものの有無及び数に応じ

て、規則で定める額以上であるとき。 

(２) ひとり親等の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含む。以下同じ。）の前年の所得又はそのひとり親等の民法（明治29年法律第89号）
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第877条第１項に定める扶養義務者（以下「扶養義務者」という。）で、そのひとり親等

と生計を同じくするものの前年の所得が、対象者の扶養親族等の有無及び数に応じて、規

則で定める額以上であるとき。 

４ 震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、自己又は自己の扶養親族等がその

所有に係る住宅、家財その他規則で定める財産につき被害金額（保険金、損害賠償金等によ

り補充された金額を除く。）がその価格のおおむね２分の１以上である損害を受けた場合に

おいては、その損害を受けた月から翌年の10月までの間は、前項の規定は、適用しない。 

５ 第３項に規定する所得の範囲及びその額の計算方法は、規則で定める。 

（助成の範囲） 

第３条 本市は、対象者の疾病又は負傷について、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関

する法律又は社会保険各法の規定による療養の給付並びに保険外併用療養費、療養費、訪問

看護療養費、家族療養費、家族訪問看護療養費及び特別療養費の支給が行われた場合（精神

病床（病院の病床のうち、精神疾患を有する者を入院させるためのものをいう。）への入院

に係る場合を除く。）における療養に要する費用（食事療養及び生活療養に係る費用を除く。）

の額のうち、対象者等が負担すべき額から規則で定める一部自己負担額を控除した額（以下

「助成額」という。）を助成する。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、その限度において助成

を行わない。 

(１) 対象者の疾病又は負傷について、法令の規定により国又は地方公共団体の負担による

医療に関する給付を受けることができるとき。 

(２) 社会保険各法の規定による承認法人等、健康保険組合、共済組合又は日本私立学校振

興・共済事業団から社会保険各法の規定により医療費に相当する額の範囲内において、規

約、定款等をもって給付が行われるとき。 

(３) その他市長が助成の全部又は一部を不適当と認めるとき。 

（申請等） 

第４条 医療費の助成を受けようとする者は、規則で定めるところにより、市長に申請しなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その資格を審査し、対象者であることを

確認したときは、医療証を交付する。 

（医療証の提示） 

第５条 医療証の交付を受けている者（以下「受給者」という。）が大阪府内に所在する健康

保険法（大正11年法律第70号）第63条第３項第１号に規定する保険医療機関若しくは保険薬

局又は第88条第１項に規定する指定訪問看護事業者（以下「保険医療機関等」という。）に

おける療養に要する費用について、医療費の助成を受けようとするときは、当該保険医療機

関等に医療証を提示しなければならない。 

（助成の方法） 

第６条 医療費の助成は、助成額に相当する額を本市が保険医療機関等に支払うことにより行

う。ただし、第４条第１項の規定による申請があった日から医療証の交付のあった日の前日

までの間に療養を受けた場合、次条第２項に規定する場合又は市長が必要があると認める場

合は、規則で定めるところにより、受給者に支払うことにより医療費の助成を行うことがで

きる。 
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（助成の適用） 

第７条 医療費の助成は、第４条第１項の規定による申請のあった日の属する月の初日以後に

受けた療養に係る医療費について行う。ただし、当該月において、配偶者と離別した日若し

くは死別した日又は扶養義務者と生計を同じくしなくなった日がある場合は、これらの日以

後に受けた療養に係る医療費について助成する。 

２ 申請者が災害その他やむを得ない理由により第４条第１項の規定による申請をすること

ができなかった場合において、その理由がやんだ後15日以内にその申請をしたときは、医療

費の助成は、前項の規定にかかわらず、その理由により申請をすることができなかった日の

属する月の初日（同項ただし書の規定の適用がある場合は、同項ただし書に規定する日）か

ら開始する。 

（損害賠償との調整） 

第８条 市長は、受給者が疾病又は負傷に関し第三者から損害賠償を受けたときは、第３条の

規定により助成すべき医療費の全部若しくは一部を助成せず、又は既に助成した額に相当す

る金額を返還させることができる。 

（不正利得の返還） 

第９条 市長は、偽りその他不正の手段により医療費の助成を受けた者又は次条の規定に違反

した者があるときは、その者から、当該助成を受けた額に相当する金額の全部又は一部を返

還させることができる。 

（譲渡等の禁止） 

第10条 医療費の助成を受ける権利は、これを第三者に譲渡し、又は担保に供してはならない。 

２ 医療証は、これを第三者に譲渡し、又は貸与してはならない。 

３ 医療費の助成を受けて取得した医薬品等は、助成の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

又は担保に供してはならない。 

（届出の義務） 

第11条 受給者は、居住地、氏名その他の市長が定める事項に変更があったときは、規則で定

めるところにより、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

２ 受給者が死亡したときは、戸籍法（昭和22年法律第224号）の規定による死亡の届出義務

者は、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければならない。 

（報告等） 

第12条 市長は、医療費の助成にあたり必要があると認めるときは、この条例の施行に必要な

限度において、受給者に対し、報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、

又は当該職員に受給者その他の関係者に質問させることができる。 

（助成の制限） 

第13条 市長は、受給者が正当な理由なく、前条の規定による命令に従わず、又は当該職員の

質問に応じなかったときは、医療費の助成の全部又は一部を行わないことができる。 

（委任） 

第14条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

１ この条例は、昭和55年10月１日から施行する。ただし、第４条の規定は、公布の日から施

行する。 

２ 平成11年10月31日までの間、平成10年７月31日において、第４条第１項の申請を行ってい
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た者（以下「基準日申請者」という。）又は同条第２項の医療証等の交付を受けていた者（以

下「基準日被交付者」という。）に対する第２条第１項の規定の適用については、同項中「法

第３条第１項に規定する児童の年齢要件を適用しない場合又は法第９条から第11条までに

規定する支給制限に関する所得の額の計算方法について、規則で定める所得の額の計算方法

の特例を適用した場合」とあるのは、「法第３条第１項に規定する児童の年齢要件を適用し

ない場合、法第９条から第11条までに規定する支給制限に関する所得の額の計算方法につい

て、規則で定める所得の額の計算方法の特例を適用した場合又は児童扶養手当法施行令及び

母子及び寡婦福祉法施行令の一部を改正する政令（平成10年政令第224号）第１条の規定に

よる改正前の児童扶養手当法施行令（昭和36年政令第405号）第２条の４第２項の規定を適

用した場合」とする。 

３ 前項の規定は、基準日申請者で医療証等の交付を受けられなかったものが当該交付を受け

られなかったとき以後に行う第４条第１項の申請及び基準日被交付者で医療証等の交付を

受けられなくなったものが当該交付を受けられなくなったとき以後に行う同項の申請につ

いては、適用しない。 

附 則（昭和56年12月28日条例第32号） 

この条例は、難民の地位に関する条約又は難民の地位に関する議定書が日本国について効力

を生ずる日から施行する。 

附 則（昭和58年３月31日条例第９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３年12月26日条例第31号） 

この条例は、平成４年１月１日から施行する。 

附 則（平成６年３月31日条例第20号） 

この条例は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成６年９月30日条例第40号） 

この条例は、平成６年10月１日から施行する。 

附 則（平成10年７月31日条例第31号） 

この条例は、平成10年８月１日から施行する。 

附 則（平成10年12月22日条例第45号） 

この条例は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年３月31日条例第18号） 

この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成16年７月１日条例第24号） 

１ この条例は、平成16年11月１日から施行する。 

２ 改正後の東大阪市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例の規定は、この条例の施行の

日以後に受けた療養に係る医療費について適用し、同日前に受けた療養に係る医療費につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（平成17年３月31日条例第30号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年６月19日条例第39号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年９月29日条例第41号抄） 
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１ この条例は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則（平成18年９月29日条例第42号） 

この条例は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則（平成19年12月28日条例第41号）抄 

１ この条例は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年３月31日条例第４号） 

この条例は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年３月31日条例第23号） 

この条例は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年12月28日条例第19号） 

この条例中第１条、第３条、第５条及び第７条の規定は公布の日から、第２条、第４条、第

６条及び第８条の規定は平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年６月30日条例第32号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条第２項第２号の改正規定は、平成26年

10月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日条例第13号） 

この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年10月31日条例第27号）抄 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成30年４月１日から施行する。ただし、第１条中東大阪市身体障害者

及び知的障害者の医療費の助成に関する条例第２条第３項の改正規定（「控除対象配偶者」

を「同一生計配偶者」に改める部分に限る。）及び第２条中東大阪市ひとり親家庭の医療費

の助成に関する条例第２条第３項第１号の改正規定は、平成30年１月１日から施行する。 

（東大阪市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例の一部改正に伴う経過

措置等） 

第２条 第１条の規定による改正後の東大阪市重度障害者の医療費の助成に関する条例（以下

「改正後の障害者医療条例」という。）の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」と

いう。）以後に受けた療養に係る医療費について適用し、施行日前に受けた療養に係る医療

費については、なお従前の例による。 

２ 改正後の障害者医療条例第２条の２の規定は、この条例の施行の際現に住所地特例対象施

設に入所をしている者及び施行日以後当該住所地特例対象施設に入所をする者について適

用する。 

３ 改正前の東大阪市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例第２条に規定

する対象者（施行日の前日において同条例第６条の規定により医療証の交付を受けている者

（施行日以後大阪府内の他の市町村から本市に住所を変更した者であって、当該医療証の交

付を受けている者に相当する者として市長が認めるものを含む。）に限る。）であって、施

行日以後改正後の障害者医療条例第３条第１項に規定する精神病床に入院をしているもの

に係る当該入院に係る医療費の助成については、第１項の規定にかかわらず、平成33年３月

31日までの間、なお従前の例による。 

４ 改正後の障害者医療条例第２条第１項及び第２条の２第１項に該当する対象者に係る改

正後の障害者医療条例第５条の規定による助成の申請、改正後の障害者医療条例第６条の規
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定による医療証の交付その他の必要な手続は、施行日前においても行うことができる。 

（東大阪市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第３条 第２条の規定による改正後の東大阪市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例（以

下「改正後のひとり親医療条例」という。）の規定は、施行日以後に受けた療養に係る医療

費について適用し、施行日前に受けた療養に係る医療費については、なお従前の例による。 

２ 改正前の東大阪市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例第２条に規定する対象者（施

行日の前日において同条例第４条第２項の規定により医療証の交付を受けている者（施行日

以後大阪府内の他の市町村から本市に居住地を変更した者であって、当該医療証の交付を受

けている者に相当する者として市長が認めるものを含む。）に限る。）であって、施行日以

後改正後のひとり親医療条例第３条第１項に規定する精神病床に入院をしている者に係る

当該入院に係る医療費の助成については、前項の規定にかかわらず、平成33年３月31日まで

の間、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の規則への委任） 

第６条 この附則に規定するもののほか、この条例の施行に関し必要な経過措置は、規則で定

める。 

附 則（平成31年３月29日条例第13号） 

この条例は、公布の日から施行する。 


